










































































































































主な役割 その対価 ＣＧＭでの役割 その対価
消費者 購入 商品の利用 `情報発信 特になし
小売店 販売 販売益 消費者ｺﾐｭﾆﾃｨの提供 販売機会の増加













































































































































































































































Twitter 2９ 1０ １ 1４ I ６ ６ ７
２ ０ 0 ０ ０ ０ ０ ０
Ustream ４ 0 １ ３ ０ 0 ０ ]
YouTube 1１ ４ １ ６ ０ 1 １ ４
ブログ 2５ 1４ ３ 1１ ３ ４ ４ ４
Facebook ５ ２ １ ３ 0 ２ ２ ０
その他 ３ 0 ０ ２ ０ 0 ０ １
[論文］企業経営とソーシャルメディア（中根）
えばＮＴＴデータの企業内ＳＮＳは行動改革の一環として「セクショナリズム
の壁」の打破を目的に取り組んでいるとしている20)。
さらに同調査報告によると，企業内ＳＮＳは40代，３０代，管理職という組織
の中核層でよく利用される傾向にあるという。このことは組織の規範やルール
を体得し，ある程度の仕事上の知識や経験があるユーザーがＳＮＳの知識・情
報共有の価値や発信効果を実感しよく利用している様子がうかがえ，企業内
ＳＮＳの利用は，個人・組織のメンタリティとして相互尊重・相互支援や協働
の意識が関連しているとしている2m。
また，ソーシャルメディアの導入によって，当初目的の成果が得られたかど
うかという質問に対して，ソーシャルメディア導入済みの企業で，成功（｢期
待を上回る成果が得られた」「期待通りの成果が得られた｣）したと回答した企
業は344％という結果であり調査時点では必ずしも望ましい成果は得られて
いないことが理解される22)。
図表－７ソーシャルメディアの当初目的に対する成果（％）
(出所：http://marketingitmediaco.』p/ｍｍ/articles/1211/19/newsl42html）
ここで，ソーシャルメディアを導入して成功したと受け止めている企業と失
敗したとする企業のそれぞれの要因を見てみると，図表－８及び図表－９のと
おりである23)。
これらの調査結果から，ソーシャルメディアの運用に係わるルールの整備，
収集されたデータの効果的活用のためのシステム構築，そしてソーシャルメ
－４２－
期待を上回る成果が得られた 5.9
期待通りの成果が得られた 2８．５
一定の成果は得られたが，期待通りとは言えな
い
4７．５
成果はほとんど出ていなし 、 1８．１
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デイアを受容するための組織的な体制づくりが必要であることが改めて認識ざ
れる゜
図表－８ソーシャルメディア導入に成功した企業の主な共通点（％）
(出所：http://marketingitmedia・ＣＯ.』p/ｍｍ/articles/1211/19/newsl42html）
図表－９ソーシャルメディア導入に失敗した企業の主な共通点（％）
(出所：http://marketingitmedia・ＣＯ・jp/ｍｍ/articles/1211/１９/news142.html）
さらに別の調査結果では，ソーシャルメディア利用者の43％がソーシャルメ
ディア上で特定企業やブランドに対する友人・知人のポジティブな会話に接触
していることが判明している。すなわち，これはネガティブな話題に接した経
－４３－
ガイドライン・ルールの策定 9０
顧客データ連携システム(ソーシャルＣＲＭ)の構築 8７
複数組織による緊密な連携・共|司運用 8５
適切な研修・訓練の実施 8５
専門的な外部人材の活用 7１
業務プロセスを簡素化，担当者に権限委譲 5７
部門長レベル以上での意思決定 5０
ガイドライン・ルールの策定 5９
顧客データ連携システム(ソーシャルCRIvDの構築 5８
専門的な外部人材の活用 5０
適切な研修・訓練の実施 4９
部門長レベル以上での意思決定 4３
業務プロセスを簡素化，担当者に権限委譲 3８
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験35％より多く，ソーシャルメディア上で語られる企業やブランドに関連する
会話でイメージとして残るものはポジティブな情報が多いことが明らかになっ
ている24)。
また，発言に対する共感した経験，具体的な購買行動に影響を及ぼした経験
は，ポジティブな発言がネガティブな発言を上回っている。これらのことから，
ソーシャルメディアではポジティブな会話がブランドにより影響を与えている
ことが分かる25)(図表-10)。
図表－１０ＳＮＳ上の発言に対する経験（％）
(出所：http://www・dentsu・ＣＯ・jp/news/release/pdfcms/2011121-lO25pdf）
以上の結果かもうかがえるようにソーシャルメディアは，消費者に対して
購買行為をうながす誘因をもたらしていることが明らかである。じっさい，こ
の状況は多くの企業が既に認識しており，例えば水野他は，企業アカウントと
フオロワーの返信には正の相関が見られ，スパイラル効果が存在する可能性が
示唆されたとしている26)。
これまで，企業経営におけるソーシャルメディア活用実態の概要を，既存の
実態調査結果に依存して考察してきた。以下では，より具体的に，（１）エン
ゲージメント，（２）アクティブサポート，（３）ソーシャルグラフ，（４）
020及び（５）ソーシャルリスニングのぞれぞれについて検討を加えてみたい。
（１）エンゲージメント（engagement:結びつき）とは，企業からのソーシャ
ルメディアによってもたらされる情報を消費者としての対象オーデイエンス
に単に見てもらうだけではなく，コメントしたり，その`情報を他者と共有した
りする等のアクションをとってもらうことであり消費者との関係性をより緊
－４４－
ＳＮＳ上の発言に対する経験 ポジティブな発言 ネガティブな発言
接触経験 4２９ 3４．９
共感した経験 3４．７ 2４．１
購買へ影響を及ぼした経験 ２５．７ 1６．４
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密にすることが主な狙いである。
エンゲージメント率は，ファン－人当たりの投稿記事に対する反応率であ
り，例えばFacebookでは，投稿に対する「いいね！」数，コメント数，シェ
ア数の総計をファン数で|壊したものである。ファンとのコミュニケーションの
緊密度を示すと考えられるが，フォロワー数やファン数が多いほど率が低くな
る傾向がある。ファン数が１万～５万人規模のFacebookページでは，エンゲー
ジメント率を１％以上にすることを目標としている企業が多いとされる27)。
ここでは，自社のFacebookページのファンのニーズを的確に把握し共感
されるコンテンツを適蕾切なタイミングで投稿しインタラクティブなコミュニ
ケーションをとっていくことが重要になる。
エンゲージメントが企業にとって有効なバロメーターとなるのは，自社ブラ
ンドの認知度の１句｣二や対象オーディエンスとの交流，そして彼らからの生の声
を通じて，それが事業展開に強い影響を及ぼすためである。
しかし一方で，エンゲージメントは既述のとおり，必ずしもフオロワー数の
ように単純に数字で表せるものではないことに十分に留意しなければならな
い。また，それぞれのソーシャルメディアの特性は異なっており，それにとも
なってそれぞれに対応するエンゲージメントも当然のことながら同一ではない
ことを正しく認識する必要がある。
ちなみにPulsePointGroupと「Economist」が共同で監修した「The
EconomicsofSociallyEngagedEnterprise」では，ソーシャルメディア上で
エンゲージメントを築いている企業は，そうでない企業に比べて400％の影響
力を持つことが明かされている28)。
ともかく，企業はソーシャルメディアを活用し消費者とのエンゲージメン
トを高めている。とくにFacebookページでのエンゲージメント率は目立って
高い。既存の調査によれば，通常のFacebookページの平均エンゲージメント
率は2.66％であり，ソーシャルメディア，インターネット通販サイトブログ
等で常に情報を発信し続けている。
Facebook・アカウント規模別の平均エンゲージメント率についても上昇傾
－４５－
[論文］企業経営とソーシャルメディア（''１根）
向であることから，企業によるFacebook・アカウントの活用が企業と生活者
とのエンゲージメント構築に貢献していると考えられている29)。
例えば，アメリカン・エキスプレス・インターナショナルの「カスタマー・
エンゲージメント（顧客とのきずな)」を測るＫＰＩ（重要業績評価指標）とし
て同社が採用する「ＮＰＳ（ネット・プロモーター・スコア)」がある。
ＮＰＳを測定するには，まず企業や商品・サービスについて「友人や知人に
薦めたいと思いますか」という質問を投げかけて．ｏ～10の11段階で評価して
もらっている。Ｏ～６を選んだ人を「批判者」７と８を「中立者｣，９と１０を
｢推奨者」とポジショニングを行い，全体の回答に占める推奨者の割合から批
判者の割合を引いた値をＮＰＳと定義している。
同社では，それを毎月，測定しており，それが従業員の評価にもなり，企業
への評価にもなる。すべての従業員がその数字を見て，アクションプランを決
める。それを毎月，トップを含めた全員で行っているのである30)。
同社のトップはＮＰＳを社内の共通言語にするためにリーダーが深く係わる
ことが重要だと強調している3'１゜
（２）アクティブサポート（activesupport）は，ソーシャルメディア上で顧
客が書き込んでいる苦情や疑問を検索して，企業みずからが彼らに直接話しか
けてサポートを行なうことである。すなわち，「欲しい」「困っている」といっ
た消費者の声を事前に察知し顧客の問い合わせに先んじて積極的に消費者の
意向に沿って行動することである。
じっさい，Twitter等から消費者の感情の変化を素早くつかむ仕組みを整え，
販売促進等に活かす企業が増えている。
ちなみに，投稿への素早い対応の結果として自社ブランドの好感度を高めた
マクドナルド等の例がよく知られている。すなわち，ＬＩＮＥを使って新商品の
先行発売キャンペーン等を案内しスマートフォンで店頭集客につなげている
のである32)。
上述したとおり，アクティブサポートでは，消費者の不満や疑問など自社に
関する発言をピックアップしソーシャルメディアを通じて積極的にサポート
－４６－
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する。公式アカウントの立ち上げと併せて，ソーシャルメディア上の』情報発信
や対話に必要な運用体制やルールを決定し，顧客対応トレーニングや代行も支
援するという33)。
具体的にアクティブサポートとして実施されている事項は図表-11に見る
ようである。これらの対応を含み，何らかのアクティブサポートを実施してい
る企業は291％で，前回調査と比べて大幅に増加しているという34)。
図表－１１アクティブサポートの実施事項（％）
(出所：「訪販ニュース」（2013)）
さらに，クレーム対応の手段としては，図表-12のような状況が明らかに
なっている。
図表－１２クレーム対応（％）
(出所：『訪販ニュース』（2013)）
こうしたアクティブサポートの取り組みに典型的に見られるように，企業に
おけるソーシャルメディア活用の実効性を高めるためには，組織的な運用体制
が構築されてなければならず，また運用方針の徹底が求められる。
－４７－
質問に当たるコメントに回答を返す ２６．４
賞賛に当たるコメントにお礼を返す 20.0
クレームに当たるコメントに対応する 2０．０
最初から電話など他のチャネルに客を誘導する ４３．５
当初はソーシャルメディアを使うが，状況によって
他のチャネルでの対応に切り替える ３４．８
当事者のみとのメッセージのやり取りで，基本的に
はソーシャルメディアで対応を完結させる ３４．８
ケース・バイ・ケースで手段は一定していない 8.7
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さらに言えば，ソーシャルメディア活用を途中で停止したりすると．却って
消費者からの憶測をいたずらに呼び起こすことにもなりかねず，その結果，企
業イメージを損なうリスクを生むことも懸念され，安易に止めることが難しく
なることにも十分に配慮しなければならない351。
（３）改めて言うまでもなく，ソーシャルメディアはウェブーヒで人と人との
結びつきや相関関係の形成をうながす重要な機能を有している。すなわち，
SNS上の人間関係（ソーシャルグラフ：socialgraph）を分析して投稿記事の
影響力が大きい人（インフルエンサー：influencer）を抽出し，そのインフル
エンサーを通して商品やサービスの販売促進がなされており，ネット上での口
コミ効果を狙った取り組みが見られる。
これがソーシャルグラフで．主にユーザー間のつながりを活かした機能とし
て活用されておりウェブ上における人間の相関関係，またはその結びつきの
情報を意味する。
ソーシャルグラフは，構成要素のノード（､ode:個人･組織）と関係性のエッ
ジ（edge：つながり）で説明され，ソーシャルメディアの相互運用を促進さ
せるための概念として提唱されている。
インターネット上にリアルな人間関係（ソーシャルグラフ）を構築すること
を可能にしきわめて現実社会に近い関係'性の保持とコミュニケーションを実
現している。
ソーシャルメディアの普及によって，それまであまりコミュニケーションを
取る機会がなかった人とのつながりが生まれたり，周囲の人々の間でも日々の
コミュニケーションに変化が生まれているのである。
具体的にソーシャルメディアで提供されている足跡機能（誰が何時，自分
のページにアクセスしたかの一覧）やコメント,情報公開・共有といった機能
が，ユーザー間の係わりを促進することでソーシャルグラフを形成している。
こうしたなかで，ＳＮＳや通販事業者等の間で，こうした人間関係の`情報を
共有しようという考え方が広がっている。例えばスマートフォン向けアプリ
ケーションの「ホットペッパーフレンズ」のある機能にはソーシャルグラフ．
－４８－
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レコメンデーションが実装されている。このアプリケーションはFacebookの
友人とのつながりをもとに例えば飲食店を探すことができる。実装されている
のは飲食店の「検索結果一覧」部分である。ここでは，誰でも同じ順序で検索
結果一覧が表示されるのではなく，検索結果一覧そのものがソーシャルグラ
フ・レコメンデーションの結果となっている。すなわち，ユーザーの友人が
チェックインしている店舗やユーザー自身がチェックインした店舗に類似した
店舗が，検索結果一覧の上位に表示されるのである。
ソーシャルグラフを活用したレコメンデーション事例は2010年頃から徐々に
表れている。しかしあるユーザーに対して単に多くの友人が「いいね！」し
ているものを薦めるのであれば，それはソーシャルグラフ・レコメンデーショ
ンではなく，ただの「ソーシャルグラフ・ランキング」にすぎない。昨今は
Facebookがインフラ化し，個々のユーザーの友人数も増加傾向にある。すべ
てのFacebookの友人と趣味や好みが完全に一致している人のほうが珍しいと
考えられている。
ホットペッパーフレンズは，こうしたミスマッチを防ぐために次の二つの評
価軸からソーシャルレコメンデーションのロジックを組んでいる。
①ユーザーのチェックイン履歴に基づいた店舗のレコメンデーション
②ユーザーのFacebook内での友人のチェックイン履歴に基づいた店舗のレ
コメンデーション（いわゆるソーシャルグラフ・ランキング）
この場合，上記①，②において，検索した店舗に独自に計算したスコアを付
けて，①，②の軸のスコア合計を最終的なスコアとして，上位のものから表示
する。例えば，友人のチェックイン数が多く，②でスコアが高い店舗であって
も，ユーザーのチェックイン履歴と関係が薄い店舗は，①のスコアが低く，上
位には表示されにくくなる。
また，①，②の重みづけは一意ではなく，ユーザーの行動によって学習され
重みづけが変わる。すなわちユーザーによって友人のチェックインを重視す
る人もいれば，ユーザー自身の好みを重視する人もいると想定されている。
ユーザーの選択によって逐次的な学習を行うことで，多様性のあるアルゴリズ
－４９－
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ムを実現している。学習が繰り返されることで，よりユーザーの好みに合った
レコメンデーション結果となりその精度も継続的に向上していくのである。
その結果，ユーザーが使えば使うほど．レコメンデーション結果がユーザーの
嗜好に近づき，ソーシャルグラフの結果が押し売りにならないように反映され
ることになる36)。
また別のケースでは，個人のプロフィールや人間関係，書き込み等のいわゆ
る「ソーシャルグラフ」情報にアクセスするため，ソーシャルＩＤによってロ
グインをできるようにオンライン通販サイトを改善している。そして，ソー
シャルグラフ情報へのアクセスを許可してもらう代わりに，パーソナライズさ
れた「マイコネクトショップ」サービスの利便`性を提供している。
関係者は，ソーシャルＩＤと自社の会員ＩＤがつながることによって社内の
購買履歴とソーシャルグラフ`情報が関連づけて分析できるため，購買につなが
るバックグラウンドやトリガーを発見できるようになったと述べている。
購買履歴やＷｅｂログの分析では知ることのできなかった，結婚，出産，ペッ
ト引っ越し旅行，好きな食べ物やスポーツ等の`情報までソーシャルグラフ
,情報から把握でき，カタログの送付やＷｅｂサイトでのレコメンデーションに
応用したところ，マーケティングに有効な200以上の変数をこれまで特定でき
たという。
前出の関係者は，ソーシャルグラフ`情報を提供してもらった会員の１６％が
ペットを飼っていることが分かり，ペットグッズのカタログ誌を送ったところ
有効』性が見られたこと，またレコメンデーションエンジンにも応用しており，
その精度向上はもちろんのこと，友だちへのギフト需要も喚起できたことを明
らかにしている37)。
しかし一方で，ＳＮＳやコミュニティ・サイトでアクセス履歴が残る足跡機
能について，ユーザーの約半数が「自分の行動を監視されているようで嫌だ」
と考えているという結果が出ており，この点についての配慮が必要になること
も改めて認識すべきであろう。ちなみに「友人の行動や自分のページに来た
人の動向が分かるので必要」と考えるユーザーは18.7％で，残りの34.6％は「ど
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ちらともいえない」と回答している38)。
（４）さらに今後注目されるソーシャルメディアを活用した取り組みとし
ては，０２０（OnlinetoOfHine）を挙げることができる。
０２０は，商品・サービスを購入する場所・店舗を決める際にインターネッ
トを利用して情報収集や意思決定を行う消費者の行動である。
すなわち，ウェブサイト等で呼び込んだユーザーに実店舗で買い物をしても
らうことを目標としたマーケティング戦略の一つであり，スマートフォンのア
プリケーションと来店を検知する無線通信技術とを組み合わせ，クーポンの発
行や来店履歴の分析等を行っている。
この取り組みには，インターネットと実店舗の相乗効果で購買行動をうなが
すことが意図されている。この背景には，ネット事業者も実店舗と連携する新
しいビジネスに商機を見出そうとしているという事情がある。
いずれにせよ，０２０は，スマートフォンの普及によって，今後いっそう様々
な事例が出てくることが予想される。既に述べたようにfacebookにチェッ
クインクーポンを提供するなど，企業が利用可能なサービスも増加しており
実際に店舗を持っている企業に関しては効果の検証もしやすく，取り組みやす
い環境になってきていると言える39)。
逆にOf8inetoOnlineの取り組みも見られる。OnlinetoOfflineでは楽天
やアマゾン等のネット事業者のリアルへの展開が挙げられるのに対して，
OfflinetoOnlineは例えばイトーヨーカド_やイオン等のネットスーパーが挙
げられる。
ちなみにウォールマートでは，オンラインで注文をした商品を実店舗で引き
取るサービス「ＷｅｂＰｉｃｋＵｐ」がある40)。すなわちウオールマートのオンラ
インで購入した商品を，最寄りの実店舗で引き取ることができるのである。送
料は無料で，購入日に引き取りが可能となっている。また，商品を受け取る際
に予想される混雑を回避するためにタッチスクリーンで操作できるコンピュー
タを受け取り場所に設置しており，待ち時間が短くなるように工夫していると
いう。
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いずれにせよ，現状でのメーカーによる０２０の活用はクーポンの配信や
キャンペーンの応募促進が中心となっており，これらクーポン等の利用先や商
品を扱う先は実店舗になる。
一般に，メーカーは一部の直営店舗を除けば売り場を持たず，自社の商品は
卸等を介して実店舗の売り場に陳列される。ここで，メーカーが店舗をみずか
ら持つのであれば自社が主体的にオンラインによるプレゼントや割引クーポン
もチェックイン・クーポンも配信から展開まで一つの流れとして行われるが
現実はそうではないので，メーカーが店舗と取り引きを行うことで０２０によ
る連携が成立するのである。
今後，多くのブランドや商品とそれらに多くのファンを持つメーカーは，小
売業の課題を共有して，メーカーの持つ情報や対応力によって小売業と協働
し売り場づくりを行いそれをオンラインでつないでいくための戦略が重要
となる。
メーカーによる小売業のオンラインを活用した自社商品のテスト・マーケ
ティングは，取り込もうとする小売業の商圏の消費者を捉えた商品の開発・改
善の取り組みの一つである!')。
（５）ソーシャルリスニング（sociallistening:情報収集・分析）は，ソーシャ
ルメディア上にあるユーザーの生の声に焦点を当て，どのような'情報が発信さ
れているかを調べることによって，トレンドの類推や自社商品に対する評判，
改善点等を調査し分析することである。
すなわち，顧客の声や競合他社の状況をリアルタイムに把握し日報・週
報・月報のほか，サービスやニュース・リリース時の反響速報など，企業のニー
ズに合ったかたちでレポーティングする。
このソーシャルリスニングを通して，企業はみずからの現状を客観視するこ
とができる。このことは企業の戦略策定や意思決定，リスク・マネジメント
等に重要な情報源として活用することがきでる。
例えばブランド・モニタリングという手法では，自社のブランドや競合する
ブランドが．ソーシャルメディア上で．誰にどのような時にどのような文
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脈で語られているのかという情報を収集する。その情報分析によって，自社ブ
ランドのアピール・ポイントや改善すべき点を理解することができる。
但しソーシャルメディア上にはノイズも多く，悪意を持ったネガティブな
動きがあることにも留意すべきである。その場合，プロフィールやタイムライ
ン，フオロワー数等によって，その人の属`性を分析することが重要になる。
ところで，ソーシャルリスニングを行っていない企業は，その理由として，
｢必要性や関心がない｣，「人員不足」「ツールに関する情報の不足｣，「ターゲッ
ト属‘性や商品特性の不一致」を挙げているｌ２)。
またソーシャルリスニングをどう位置づけて活用していくのかに迷ってい
るといった「社内での合意形成の難しさ」や，データソースに対する信頼`性の
低さ等の「ソーシャルメディアへの不安・不信」によって社内での取り組みが
遅れているとの指摘もある43)。
ソーシャルリスニングはあくまでも顧客理解のためのツールであり商品開
発やコミュニケーション戦略という点では，従来型の確立している手法を使え
ばよい44)。
具体的にソーシャルリスニングの活動内容は図表-13に見るとおりであ
り，これまで以上に消費者の生の声を本格的に取り｣こげて，自社の収益向上に
つなげようと試みる企業が少なくないことが改めて理解される45)。
図表－１３ソーシャルリスニング活動（％）
２０．０
(出所：『訪販ニュース！（2013)）
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書き込みを読む 52.7
消費者の声の積極的収集 3０．９
収集した消費者の声のレポート 2２７
消費者の声を収集するツール導入 2
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４．おわりに
これまでソーシャルメディアという，昨今もっとも注目されるべき潮流を，
企業社会のなかで種々考察してきた。
これらを通して改めて明らかになった点は，従来とは大きく違って，消費者
である一般の人々が彼ら自身によって発信された，したがって，より自分自身
の価値観に見合った情報を，企業からの`情報以上に重視する傾向が生まれてき
ていることである。
さらに同時に，ソーシャルメディアの活用に多くの企業が本格的に取り組む
ようになってきている状況下で，それに対して消極的な姿勢を示す企業は，消
費者とのコミュニケーションに不熱心であると受け止められ，結果的にイメー
ジダウンをきたす事態も生じているのが現状である46)。
ソーシャルメディアを介した情報に企業も消費者もともに強い関心を寄せ
るのは，それが消費者に対して単に論理的な説得を試みるだけではなく，従来
以上に消費者の感`性に強く訴求し消費者の意識に強く影響を及ぼすからであ
る。企業側からすると，そうした口コミによる`情報の拡散が従来のマス媒体に
よるＣＭ以上に期待でき，そのことで新たな顧客の獲得につながる可能性が
もたらされることになる。
また逆に，ソーシャルメディア上でネガティブな反応が生じた場合でも，そ
れに迅速かつ的確に対応することで，消費者からの信頼回復をはかることもで
きるからである。
もちろんその一方で，例えば従業員が軽率に社内の'情報を流出させるなど，
ソーシャルメディアに取り組むことにはそれなりのリスクがともなうことにも
十分留意すべきである。
ちなみに既存の調査結果によると，従業員の個人的なソーシャルメディア利
用によるトラブルが過去３年以内に発生したと回答した運用者は約３割だっ
た。その結果として，士気の低下，日常業務への支障，ブランドイメージの段
損が生じていることが報告されている47)。
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しかしいずれにせよ，ソーシャルメディアへの企業の取り組みは今後いっ
そう本格化していくことは疑いのない事実である。そうした前提に立って考え
ると，繰り返しになるが企業にとって重要なことは'情報提供者からもたらされ
る情報にスピーディかつ的確な対応である。
すなわち，彼らからの`情報を確実なかたちで新たな商品やサービスの開発・
改善に結びつけていかなければならない。
それには，ソーシャルメディアに係わる部門や個人だけのコミットではな
く，企業のあらゆる部署が協力し合って取り組むことが強く求められるのであ
る。
但し，確かにソーシャルメディアの利便性は従来以上に消費者志向に立脚し
た様々な取り組みの実効性を高めることになるが，それはこれまでの顧客との
コミュニケーションのやり方に代替するものではなく，あくまでも補完するも
のと受け止めなければならないことに留意しなければならない48)。
けつきよく，企業は，今後の対応として，消費者からの共感を得ることが一
段と強く求められることを改めて認識する必要があろう。
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